
 

 

 

 

 

 

 

  
 
 

① 令和 元年１０月～ 関東地方各県の最低賃金のお知らせ 

① １０月～地域別最低賃金が改定されます 

 地域別最低賃金時間額（時間給） 発効年月日 

東 京 都  １，０１３円 令和 元年１０月 １日 

神 奈 川 県   １，０１１円 令和 元年１０月 １日 

埼 玉 県  ９２６円 令和 元年１０月 １日 

千 葉 県  ９２３円 令和 元年１０月 １日 

栃 木 県  ８５３円 令和 元年１０月 １日 

群 馬 県  ８３５円 令和 元年１０月 ６日 

茨 城 県  ８４９円 令和 元年１０月 １日 
 

 

② 「最低賃金」ってなに？？？ 

最低賃金法に基づき国が賃金の最低限度を定め、使用者は、その最低賃金額以上の賃金を支払わなければなら

ないとする制度です。 

仮に最低賃金より低い賃金を労働者、会社双方の合意の上で定めても、その金額は法律によって無効とされ、最低

賃金額と同額の定めをしたものとみなされます。 
 

③ 最低賃金の対象となる賃金は？？？ 

最低賃金の対象となる賃金は毎月支払われる基本的な賃金で、最低賃金を計算する際には実際に支払われる 

賃金から以下の賃金を控除したものが対象となります。 

【最低賃金の対象とならない賃金】 

 （１）臨時に支払われる賃金（結婚手当、傷病見舞金など） 

 （２）１箇月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など） 

 （３）所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増賃金など） 

 （４）所定労働日以外の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など） 

 （５）午後１０時～午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金の内の割増部分（深夜割増賃金など） 

 （６）精皆勤手当、通勤手当、家族手当 
 

④ 最低賃金を超えているかチェックしてみましょう  ～ その１ ～ 

月給制、A さんの場合（ 勤務地：東京都   労働日数/年間：２５０日   労働時間/日：８時間 ） 

お給料 A さんは最低賃金を上回っているでしょうか？？？ 

①支給された賃金から最低賃金の対象とならない「通勤手当」「残業代」を除きます 

１９０，０００円－（５，０００円＋３５，０００円）＝１５０，０００円 

 

②この金額を時間給に換算して最低賃金と比較します 

（１５０，０００円×１２ヵ月）÷（２５０日×８時間）＝９００円 ＜ １，０１３円 

となり、東京都の最低賃金より下回っているため賃金額の改定が必要です。 

基本給 １２０，０００ 

職務手当 ３０，０００ 

通勤手当 ５，０００ 

残業代 ３５，０００ 

合計 １９０，０００ 
 

 

 

 TOKEN通信 

  御社の「人材」を「人財」に変えるお手伝いをいたします 

 

 ｏ ｆ ｆ ｉ ｃ ｅ  Ｔ Ｏ Ｋ Ｅ Ｎ 

2019/Ｎｏ.５ 

東 京 都 目 黒 区 原 町 ２ － １ ３ － ２ 
特 定 社 会 保 険 労 務 士  

田 邊  武 範 
行 政 書 士 
ＴＥＬ 03-3714-6916  ＦＡＸ 03-3715-5163 
URL . http://www.office-token-sr.com/ 
E-mal . tanabe@office-token-sr.com 

http://www.office-token-sr.com/


④ 最低賃金を超えているかチェックしてみましょう  ～ その２ ～ 

日給制、手当月給制 B さんの場合（ 勤務地：東京都   労働日数/年間：２５０日   労働時間/日：８時間 ） 

※B さんの基本日給は８，０００円とし、当該月の労働日数は２２日とします 

お給料 B さんは最低賃金を上回っているでしょうか？？？ 

①支給された手当から最低賃金の対象とならない「通勤手当」「家族手当」を除きます 

４５，０００円－（５，０００円＋１０，０００円）＝３０，０００円 

 

②基本給と手当のそれぞれを時間給に換算して合計します 

基本給の時間換算 ８，０００円÷８時間＝１，０００円 

手当の時間換算 （３０，０００円×１２ヵ月）÷（２５０日×８時間）＝１８０円 

合計額 ： １，０００円＋１８０円＝１，１８０円 ＞ １，０１３円 

となり、東京都の最低賃金を上回っております。 

基本給 １７６，０００ 

職務手当 ３０，０００ 

通勤手当 ５，０００ 

家族手当 １０，０００ 

合計 ２２１，０００ 

 

  
② 年金生活者支援給付金制度が始まります 

消費税率が８％から１０％に引き上げとなる２０１９年１０月 １日から年金生活者支援給付金制度がスタートします。 

年金生活者支援給付金は、消費税の引き上げ分を活用して、年金を含めても所得が低い方を支援するために、年金に

上乗せして支給されます。すでに年金を受給されている方で、年金生活者支援給付金の支給要件を満たしている場合は、

日本年金機構より「年金生活者支援給付金請求書」が送付されますので、請求の手続きをお願いいたします。 

制度の概要 

年金生活者支援給付金には「老齢年金生活者支援給付金」「障害年金生活者支援給付金」「遺族年金生活者支援給付金」

の３つがあります。それぞれの支給要件及び支給額は以下の表の通りです。 

 老齢年金生活者支援給付金 障害年金生活者支援給付金 遺族年金生活者支援給付金 

支給 

要件 

・６５歳以上で老齢基礎年金の受給者 

・請求される方の世帯全員の市町村民税が非課税 

・前年の年金収入+その他の所得＝８７９，３００円以下 

・障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者 

・前年の所得（※２）が４，６２１，０００円（※３）以下 

支給 

金額 

(月額) 

次の①と②の合計額（※１）を支給 

①５，０００円×保険料納付月数／４８０ヶ月 

②１０，８３４円×保険料免除月数／４８０ヶ月 

・障害等級２級又は遺族年金受給者－５，０００円 

・障害等級１級－６，２５０円 

※１ 前年の年金収入額とその他の所得の合計が７７９，３００円を超え８７９，３００円以下の方には①の金額に一定割合を乗じ

た補足的老齢年金生活者支援給付金が支給されます 

※２ 障害年金および遺族年等の非課税収入は給付金の判定となる所得には含まれません 

※３ 扶養親族の人数に応じて金額は変わります 
 

請求は簡単です 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       
 

 


